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庁舎改築周辺整備事業における
総事業費概算について



基本計画（R7.3）
基本計画に

物価上昇を加味
基本設計（R8.3）(案)

建設費
72億円 78.1億円

77.5億円 （※3）
(80万円×9,000㎡) (86.8万円（※1）×9,000㎡)

外構工事費 16.5億円 17億円 （※2） 14.5億円 （※4）

太陽光発電設備工事費 ー ー ー

解体費 3.2億円 3.7億円 4.8億円 （※5）

備品購入費・
システム移転費

6億円 6億円 6.6億円 （※6）

設計費・調査費・
用地取得費等

22.3億円 22.3億円 20.5億円

合 計 120億円 127.1億円 123.9億円 （※７）

総事業費の内訳 令和８年２月25日現在

※本資料は、令和８年２月25日時点の情報であり、今後変更の可能性があります。 2

（税込）



※１ 建築費については、『基本計画』では類似案件の事例による

建築単価を基に算出しています。

物価上昇については、令和7年3月の『基本計画』の時点から

月平均で0.425％上昇していることから、令和8年3月の

『基本設計』策定時点を想定して、建築単価を86.8万円と

しています。

※２ 外構工事費の物価上昇については、月平均で0.158％上昇

していることから、令和8年3月の『基本設計』策定時点を

想定して、総額を17億円としています。

（備考）
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※３ 建設費は、これまでは類似案件の事例による建築単価を基に

算出していましたが、『基本設計』では、現段階で可能な

限り見積りを行った積み上げにより算出しています。

（建設費の内訳は5ページ参照）

※４ 外構工事費は、公用車車庫・車椅子利用者用駐車場・非常用

発電気室を含みます。（外構工事費の詳細は6ページ参照）

※５ 解体費は、他事例を参考に物価上昇を見込んだ金額として

います。また、アスベスト除去分に係る経費は除いています。

※６ 備品購入費及びシステム移転費は、メーカーへのヒアリング

内容を参考に物価上昇を見込んだ金額としています。

※７ 事業費は、今後も労務単価の上昇などが見込まれることから、

更に変動することが予想されます。

（備考）
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参考：基本計画 抜粋

0.5％/月
0.375％/月
0.25％/月

0.425％/月

60万円/㎡
R6.8

5



6

内 訳 金 額 工事比率 備 考

建築工事 43.6億円 56.2％
構造体・外装材・内装材・建
具 等

電気設備工事 20.3億円 26.2％ 電気供給・照明・通信 等

機械設備工事 13.0億円 16.8％ 冷暖房・給排水・トイレ 等

昇降機設備工事 0.6億円 0.8％ 昇降機2基分

合 計 77.5億円

（※３）建設費の内訳（１）
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内 訳 A市 B市 C町 D町

建築工事 64.3％ 64.7％ 74.2％ 70.5％

電気設備工事 15.9％ 14.2％ 14.7％ 17.8％

機械設備工事 16.1％ 17.9％ 9.2％ 9.8％

昇降機設備工事 3.7％ 3.2％ 1.9％ 1.9％

合 計 100％

（※３）建設費の内訳（２）

類似事例の建設費比率（物価上昇前）

・全ての事例の構造形式、延床面積、階数、昇降機の基数が、当町で
計画している新施設とは異なります。

・全ての事例の昇降機の基数が新施設よりも多いため、昇降機設備工事
の比率が多くなっています。

・全て直工工事費の比率です。
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内 訳 金 額 備 考

外構 9.2億円 段階整備（造りこみ5・簡易4・既存1）

公用車車庫等 3.8億円
一般車庫（40台）（鉄骨造）
外部倉庫（約30㎡）＋中型車庫（6台）（軽量鉄骨造）
職員詰所（約70㎡）＋大型車庫（9台）（軽量鉄骨造）

車椅子利用者用駐車場 0.3億円 6台（うち屋根付き3台）（鉄骨造＋金属屋根）

非常用発電機室 0.8億円 約100㎡（RC造＋金属屋根）

火山灰除去フィルタ 0.3億円 非常用発電機室に設置

太陽光発電設備対応 0.1億円 将来対応用の配管のみ

合 計 14.5億円

（※４）外構工事費の内訳
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見直し前の基本計画（R4.7時点）に

物価上昇を加味

基本設計

（R8.3時点）

設計費・調査費・用地取得費等 備品購入費・システム移転費 解体費 外構工事費 ZEB 建設費

事業面積
14,200㎡

事業面積
8,500㎡

5,700㎡の縮小

事業費の構成と比較

総事業費168億円

総事業費123.9億円

全体で46.7億円削減

（億円）

一体化による合理化（39.5億円減）

新技術を見据えた将来対応（12億円減）

新たな民有地取得（7.4億円増）

新庁舎73.6億円

公民館43.4億円

全体で44.1億円削減
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内 訳 金 額 備 考

庁舎改築周辺整備基金 41.3億円 H27～R7積立額

地方債 65.5億円

一般財源 17.1億円
R元～R6支出済額（3.8億円）＋R7支払見込額
（8.8億円）＋R8以降支出予定額（4.5億円）

合 計 123.9億円

財源の内訳

（参考）
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